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（単位：百万円）

科　　　　目
第62期
平成22年
3月31日現在

第63期
平成23年
3月31日現在

（資産の部）
現 金 1,026 1,195
預 け 金 12,842 12,195
金 銭 の 信 託 500 700
有 価 証 券 24,165 25,604
国 債 2,502 2,517
地 方 債 3,701 4,030
社 債 13,833 15,231
株 式 151 130
そ の 他 の 証 券 3,977 3,693
貸 出 金 46,104 45,257
割 引 手 形 661 564
手 形 貸 付 5,220 4,763
証 書 貸 付 38,708 38,479
当 座 貸 越 1,512 1,449
そ の 他 資 産 667 601
未 決 済 為 替 貸 9 10
信金中金出資金 276 276
前 払 費 用 － 1
未 収 収 益 177 150
そ の 他 の 資 産 204 162
有 形 固 定 資 産 1,163 1,115
建 物 795 757
土 地 215 215
その他の有形固定資産 152 142
無 形 固 定 資 産 5 6
ソ フ ト ウ ェ ア 1 2
その他の無形固定資産 4 4
繰 延 税 金 資 産 326 337
債 務 保 証 見 返 154 246
貸 倒 引 当 金 △ 1,547 △ 1,323
（うち個別貸倒引当金） △ 1,394 △ 1,141

資 産 の 部 合 計 85,407 85,935

（単位：百万円）

科　　　　目
第62期
平成22年
3月31日現在

第63期
平成23年
3月31日現在

（負債の部）
預 金 積 金 79,550 80,035
当 座 預 金 540 571
普 通 預 金 28,916 29,679
貯 蓄 預 金 1,567 1,370
通 知 預 金 34 10
定 期 預 金 44,038 43,881
定 期 積 金 3,802 4,145
そ の 他 の 預 金 650 376

借 用 金 500 500
借 入 金 500 500

そ の 他 負 債 353 255
未 決 済 為 替 借 16 15
未 払 費 用 161 136
給付補てん備金 17 23
未 払 法 人 税 等 81 3
前 受 収 益 38 37
払 戻 未 済 金 5 3
払 戻 未 済 持 分 0 0
そ の 他 の 負 債 32 35

賞 与 引 当 金 44 46
災 害 損 失 引 当 金 － 30
退 職 給 付 引 当 金 276 271
役員退職慰労引当金 41 52
睡眠預金払戻損失引当金 0 1
偶 発 損 失 引 当 金 7 3
再評価に係る繰延税金負債 25 25
債 務 保 証 154 246
負 債 の 部 合 計 80,954 81,467
（純資産の部）

出 資 金 518 517
普 通 出 資 金 518 517

利 益 剰 余 金 3,896 3,993
利 益 準 備 金 486 498
その他利益剰余金 3,410 3,495
特 別 積 立 金 3,250 3,250
（うち店舗等整備積立金） 20 20
（うち創立記念事業積立金） 20 20
当期未処分剰余金 160 245

会 員 勘 定 合 計 4,414 4,511
その他有価証券評価差額金 △ 3 △ 84
土地再評価差額金 41 41

評価・換算差額等合計 38 △ 43
純 資 産 の 部 合 計 4,452 4,467
負債及び純資産の部合計 85,407 85,935

貸借対照表

資料編／財務諸表
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（注）
１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却

原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日
の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、
時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法
による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証
券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

３．満期保有目的としている金銭の信託の評価は、移動平均法による原価法に
より行っております。

４．有形固定資産の減価償却は定額法を採用しております。なお、主な耐用年
数は次のとおりであります。

　　　　建物　　　８年～50年
　　　　動産　　　３年～20年
５．無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金

庫利用のソフトウェアについては、金庫内における利用可能期間（５年）に
基づいて償却しております。

６．外貨建資産は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
７．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上し

ております。
　　　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監

査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４
号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、
一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出
した貸倒実績率等に基づき引き当てております。破綻懸念先債権に相当す
る債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収
可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てておりま
す。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額か
ら、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額
を引き当てております。

　　　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の
下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の
引当を行っております。

８．賞与引当金は、職員への賞与の支払いに備えるため、職員に対する賞与の
支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

９．災害損失引当金は、東日本大震災により被災した固定資産等の原状回復費
用の支払いに備えるため翌期に発生が見込まれる額を計上しております。

10．退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、退職給付会計に関す
る実務指針（中間報告）（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１３号）
に定める簡便法（在籍する職員については期末要支給額を退職給付債務と
し、年金受給者および待機者については直近の年金財政計算上の責任準備
金を退職給付債務とする方法）により、当期末における必要額を計上して
おります。

　　　また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制
度（総合設立型厚生年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対する年金
資産の額を合理的に計算することができないため、当該年金制度への拠出
額を退職給付費用として処理しております。

　　　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占
める当金庫の割合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。

　　　①制度全体の積立状況に関する事項（平成22年３月31日現在）
　　　　　　年金資産の額　　　　　　　　　　　1,352,356百万円
　　　　　　年金財政計算上の給付債務の額　　　1,623,781百万円
　　　　　　差引額　　　　　　　　　　　　　　－271,424百万円
　　　②制度全体に占める当金庫の拠出割合（平成22年３月分）
　　　　　　　0.0825％
　　　③補足説明
　　　　 　上記①の差引額の原因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高

271,424百万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方法
は16年10カ月の元利均等定率償却であり、当金庫は、当期の計算書
類上、特別掛金41百万円を費用計上しております。

　　　　 　なお、特別掛金の額は、あらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時
の標準給与の額に乗じることで算出されるため、上記②の割合は当金
庫の実際の負担割合とは一致しません。

11．役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、内
規に基づく期末要支給額を計上しております。

12．睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について、預金者か
らの払戻請求による支払いに備えるため、過去の払戻実績に基づく将来の
払戻損失見込額を計上しております。

13．偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に基づく信用保証協
会への負担金支払いに備えるため、将来の負担金支払見込額を計上してお
ります。

14．所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平
成20年４月１日前に開始する事業年度に属するものについては、通常の
賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

　　　なお、固定資産に計上したリース資産はありません。
15．消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております（但し、

経費は税込方式）。
16．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　105百万円
17．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　1,035百万円
18．貸借対照表に計上した固定資産のほか、現金自動預金支払機等及び車両

の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用し
ております。

19．貸出金のうち、破綻先債権額は740百万円、延滞債権額は2,981百万円で
あります。

　　　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続して
いることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがな
いものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を
除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭
和40年政令第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は
同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

　　　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び
債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した
貸出金以外の貸出金であります。

20．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額はありません。
　　　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌

日から３ヵ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当し
ないものであります。

21．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は15百万円であります。
　　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを

目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ
の他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権
及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。

22．破綻先債権額、延滞債権額、3ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権
額の合計額は3,737百万円であります。なお、19．から22．に掲げた債権
額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

23．手形割引は、業種別監査委員会報告第24号に基づき金融取引として処理
しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形は、売却ま
たは担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額
面金額は564百万円であります。

24．担保に供している資産は以下のとおりであります。
　　　　担保に供している資産
　　　　　　定期預金　　　　　2,500百万円
　　　　担保資産に対応する債務
　　　　　　借用金　　　　　　　500百万円
　　　　　　為替決済保証金　　2,000百万円
　　　上記のほか、日本銀行の取引の担保として、有価証券104百万円を差し

入れております。
25．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税
金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債勘定に計上し、これを
控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　　　再評価を行った年月日　　　平成14年３月31日
　　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　　　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）

第２条第４号に定める路線価及び路線価のない土地については第２条第３
号に定める固定資産評価額に基づいて合理的な調整を行って算出しており
ます。

　　　同法律10条に定める再評価を行なった事業用土地の当期末における時
価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額57
百万円であります。

26．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）
による社債に対する当金庫の債務保証の額は100百万円であります。

27．出資１口当たりの純資産額　　　　　　　4,319円49銭
28．金融商品の状況に関する事項
　　（１）金融商品に対する取組方針
　　　　 　当金庫は、預金業務、融資業務及び市場運用業務などの金融業務を

行っております。
　　　　 　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び

負債の総合的管理（ＡＬＭ）をしております。
　　（２）金融商品の内容及びそのリスク
　　　　 　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対す



36

30

　
　
　

　

31

32

33

　

　

34

 
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　

る貸出金です。
　　　　 　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有

目的、純投資目的及び事業推進目的で保有しております。
　　　　 　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市

場価格の変動リスクにさらされております。
　　　　 　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスク

にさらされております。
　　（３）金融商品に係るリスク管理体制
　　　①信用リスクの管理
　　　　 　当金庫は、ローン事業管理規程及び信用リスクに関する管理諸規程

に従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信
用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関
する体制を整備し運営しております。

　　　　 　これらの与信管理は、各営業店のほか審査管理部により行われ、ま
た、定期的に経営陣による融資審査委員会や理事会を開催し、審議・
報告を行っております。

　　　　　さらに、与信管理の状況については、監査部がチェックしております。
　　　　 　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、経営企画部において、

信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。
　　　②市場リスクの管理
　　　　（ⅰ）金利リスクの管理
　　　　　　　当金庫はＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。
　　　　　　 　ＡＬＭに関する規程及び要領において、リスク管理手法や手続

き等の詳細を明記しており、リスク管理委員会において決定され
たＡＬＭに関する方針に基づき、理事会において実施状況の把
握・確認、今後の対応等の協議を行っています。

　　　　　　 　日常的には経営企画部において金融資産及び負債の金利や期間
を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニ
タリングを行い、月次ベースで理事会に報告しております。

　　　　（ⅱ）価格変動リスクの管理
　　　　　　 　有価証券を含む市場運用商品の保有については、リスク管理委

員会の方針に基づき、理事会の監督の下、資金運用規程、有価証
券運用細則に従い行われております。

　　　　　　 　このうち、総務部では、市場運用商品の購入を行っており、事
前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じ
て、価格変動リスクの軽減を図っております。

　　　　　　 　総務部で保有している株式の多くは、事業推進目的で保有して
いるものであり、取引先の市場環境や財務状況などをモニタリン
グしています。

　　　　　　 　これらの情報は総務部を通じ、理事会及びリスク管理委員会に
おいて定期的に報告されております。

　　　　（ⅲ）市場リスクに係る定量的情報
　　　　　　 　当金庫において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を

受ける主たる金融商品は、預け金、有価証券、貸出金、預金積金
であります。

　　　　　　 　銀行勘定における金利リスクは、これらの市場金利に影響を受
けるものが金利ショックにより発生するリスク量をみるものです。

　　　　　　 　当金庫では金利ショックを、過去６年間（１年＝240営業日）の
日次データより各金利期間毎に240営業日前の金利変化（差分）を
算出し、算出した標本（1,200個）を昇順に並び換え、上から12個
目を１％タイル値、下から12番目を99％タイル値として、金利
リスクを算出しております。

　　　　　　 　銀行勘定の金利リスクは、運用勘定の金利リスク量と調達勘定
の金利リスク量を相殺して算定しており、当事業年度末現在の金
利リスク量は903百万円となります。また預け金、有価証券、貸
出金、預金積金についての金利リスク量は940百万円となります。

　　　　　　 　有価証券につきましては、この他に市場リスク量をＶａＲによ
り月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内とな
るよう管理しております。当金庫のＶａＲは分散共分散法（保有
期間240日、信頼区間99％、観測期間５年）により算出しており、
平成23年３月31日（当事業年度の決算日）現在で当金庫の市場リ
スク量（損失額の推計値）は870百万円であります。

　　　　　　 　ただし、ＶａＲは過去の変動相場をベースに統計的に算出した
一定の発生確率での市場リスクを計測しており、通常では考えら
れないほど市場環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉でき
ない場合があります。

　　　③資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　　 　当金庫は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達

手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などに
よって、流動性リスクを管理しております。

　　（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　　　 　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がな
い場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の
算定においては一定の前提条件を採用しているため、異なる前提条件
によった場合、当該価額が異なることもあります。

　　　　 　なお、金融商品のうち貸出金については、簡便な計算により算出し
た時価に代わる金額を開示しております。

29．金融商品の時価等に関する事項
　　　平成23年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

は、次のとおりであります（時価等の算定方法については、（注１）参照）。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次
表には含めておりません（（注２）参照）。

　　　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。
貸借対照表
計上額 時価 差額

（１）預け金 12,195百万円 12,372百万円 177百万円
（２）有価証券

売買目的有価証券 － － －
満期保有目的の債券 2,004 1,978 △25
その他有価証券 23,595 23,595 －

（３）貸出金　　（＊１） 45,257
貸倒引当金（＊２） △1,323

43,934 44,824 889
金融資産計 81,729 82,770 1,041

（１）預金積金 80,035 80,224 188
金融負債計 80,035 80,224 188

＊１．貸出金の「時価」には、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」を記載しております。
＊２．貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
　　（１）預け金
 　 　満期の無い預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。満期のある預け金については、無リスク利子率（国債利回り）
で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として記載しております。

　　（２）有価証券
 　 　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっ

ております。投資信託は、公表されている基準価格によっております。
 　 　自金庫保証付私募債は、元利金の合計額を債券の期間に基づく無リスク利子率（国債利

回り）で割り引いた現在価値を時価に代わる金額として記載しております。
 　 　変動利付国債の時価については、市場価格を時価と見なせない状況にあると判断した

ものについては、合理的に算定された価額をもって貸借対照表計上額としております。
これによって、市場価格をもって貸借対照表計上額とした場合に比べ、「有価証券」は117
百万円増加、「その他有価証券評価差額金」は117百万円増加しております。

 　 　変動利付国債の合理的に算定された価額は、ブローカーより入手した理論価格を適切
性検証の上、使用しております。当該理論価格は、変動利付国債から発生する将来キャッ
シュ・フローを予想し、それを割り引いて現在価値を算定する方法で計算された価格に、
ゼロフロアオプションの価値を加算する方式で算出された理論価格に基づき算定されて
おります。

　　（３）貸出金
 　 　貸出金は、以下の①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸

倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載し
ております。

 　 ①破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見積
りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当金控
除前の額。以下「貸出金計上額」という。）

 　②①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
 　 ③①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の期間に基づく区分ごとに、元利金の合

計額を無リスク利子率（国債利回り）で割り引いた価額
金融負債
　　（１）預金積金
 　 　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価と見なし

ております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・
フローを割り引いて現在価値を算定し、その算出結果を時価に代わる金額として記載し
ております。その割引率は、無リスク利子率（国債利回り）を用いております。

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、金融商品
の時価情報には含まれておりません。

（単位：百万円）
区　　分 貸借対照表計上額

非上場株式 4
合　　計 4

　　　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
ることから、時価開示の対象とはしておりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超
預け金（＊１） 4,616 5,710 35 －
有価証券 2,800 12,428 6,290 2,900
満期保有目的の
債券 500 515 690 300

その他有価証券
のうち満期があ
るもの

2,300 11,913 5,600 2,600

貸出金（＊２） 23,638 10,246 6,725 728
合　　計 31,054 28,384 13,050 3,628

　　＊１．満期の無い預け金1,834百万円は含めておりません。
　　＊２． 当座貸越、延滞債権及び破産更生債権等、償還予定額が特定できない3,916百万円は

含めておりません。
（注４）その他の有利子負債の決算日後の返済予定額

（単位：百万円）
1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

預金積金（＊） 35,910 11,674 22 －
合　　計 35,910 11,674 22 －

　　＊．要求払い預金及び期流れ定期性預金32,426百万円は含めておりません。
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30．有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。こ
れらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「株式」、「その他の証券」が含まれ
ております。以下、32．まで同様であります。

　　売買目的有価証券
　　　　　該当ありません。
　　満期保有目的の債券

　　その他有価証券

31．当事業年度中に売却したその他有価証券

32．満期保有目的の金銭の信託

33．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客から
の融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反
がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約でありま
す。

　　　これらの契約に係る融資未実行残高は、6,144百万円であります。この
うち契約残存期間が1年以内のものが1,155百万円であります。

　　　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるた
め、融資未実行残高そのものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フ
ローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融
情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金庫が実
行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる
旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動
産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている
金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、
与信保全上の措置等を講じております。

34．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ
以下のとおりです。

 繰延税金資産
　　　　　貸倒引当金　　　　　　　　　347百万円
　　　　　退職給付引当金　　　　　　　　81
　　　　　減価償却費　　　　　　　　　　19
　　　　　有価証券減損損失　　　　　　138
　　　　　その他有価証券評価差額金　　　59
　　　　　その他　　　　　　　　　　　　71
　　　　　　　　　　　小　計　　　　　717
　　　　　評価性引当額　　　　　　　△379
　　　　　繰延税金資産合計　　　　　　337

　繰延税金負債　　　　　　　　　　　　 　0
　繰延税金資産（負債）の純額　　　　　　337
　再評価に係る繰延税金負債　　　　　　　25

35．（会計方針の変更）
　　　当事業年度から「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号

平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第21号平成20年３月31日）を適用しております。

　　　これによる損益の影響はありません。
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種　類 貸借対照表
計上額 時　価 差　額

時価が貸借対
照表計上額を
超えるもの

国　債 68百万円 72百万円 4百万円
地方債 6 6 0
社　債 1,099 1,132 33
その他 － － －
小　計 1,173 1,211 37

時価が貸借対
照表計上額を
超えないもの

国　債 － － －
地方債 － － －
社　債 530 529 △1
その他 300 237 △62
小　計 830 767 △63

合　　計 2,004 1,978 △25

種　類 貸借対照表
計上額 取得原価 差　額

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えるも
の

株　式 24百万円 21百万円 2百万円
債　券 16,103 15,776 327
　国　債 2,449 2,394 55
　地方債 2,734 2,669 65
　社　債 10,920 10,713 206
その他 502 421 80
小　計 16,629 16,219 409

貸借対照表計
上額が取得原
価を超えない
もの

株　式 102 142 △40
債　券 3,971 4,007 △36
　国　債 － － －
　地方債 1,290 1,300 △9
　社　債 2,681 2,707 △26
その他 2,891 3,309 △418
小　計 6,965 7,460 △494

合　　計 23,595 23,680 △84

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額
株　式 －百万円 －百万円 －百万円
債　券 1,621 72 －
　社　債 1,621 72 －
合　計 1,621 72 －

貸借対照表
計上額 時　　価 差　　額

うち時価が貸借
対照表計上額を
超えるもの

うち時価が貸借
対照表計上額を
超えないもの

満期保有目的
の金銭の信託 700百万円 －百万円 －百万円 －百万円 －百万円
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（単位：千円）

科　　　　目
第62期

平成21年4月 1 日から
平成22年3月31日まで

第63期
平成22年4月 1 日から
平成23年3月31日まで

経 常 収 益 1,795,448 1,750,820
資 金 運 用 収 益 1,621,339 1,520,386
貸 出 金 利 息 1,243,329 1,162,560
預 け 金 利 息 128,347 86,795
有価証券利息配当金 249,661 264,979
その他の受入利息 1 6,050
役 務 取 引 等 収 益 145,309 139,850
受入為替手数料 61,541 61,852
その他の役務収益 83,768 77,998

そ の 他 業 務 収 益 14,259 81,311
外国為替売買益 12 －
国債等債券売却益 2,356 72,252
国債等債券償還益 1,154 －
金融派生商品収益 500 －
その他の業務収益 10,236 9,059

そ の 他 経 常 収 益 14,539 9,272
株 式 等 売 却 益 1,485 －
金銭の信託運用益 9,494 7,972
その他の経常収益 3,559 1,299
経 常 費 用 1,582,054 1,622,283
資 金 調 達 費 用 201,915 143,717
預 金 利 息 173,979 122,840
給付補てん備金繰入額 19,336 12,277
借 用 金 利 息 8,599 8,600
役 務 取 引 等 費 用 123,582 125,639
支払為替手数料 27,458 27,721
その他の役務費用 96,123 97,918

そ の 他 業 務 費 用 1,897 1,947
外国通貨売買損 － 39
国債等債券売却損 302 －
国債等債券償還損 294 －
その他の業務費用 1,300 1,907
経 費 1,125,264 1,125,018
人 件 費 692,402 696,122
物 件 費 420,997 417,383
税 　 金 11,864 11,512

そ の 他 経 常 費 用 129,393 225,961
貸倒引当金繰入額 115,365 195,286
貸 出 金 償 却 44 －
株 式 等 償 却 5,545 －
その他の経常費用 8,438 30,674

損益計算書

（単位：千円）

科　　　　目
第62期

平成21年4月 1 日から
平成22年3月31日まで

第63期
平成22年4月 1 日から
平成23年3月31日まで

経 常 利 益 213,393 128,536
特 別 利 益 761 10,551
固定資産処分益 301 －
償却債権取立益 460 627
子 会 社 清 算 益 － 9,924

特 別 損 失 1,133 31,985
固定資産処分損 1,130 985
その他の特別損失 3 31,000
税引前当期純利益 213,020 107,102
法 人 税 等 合 計 99,299 △ 11,412
法人税、住民税及び事業税 81,546 703
過年度法人税等 18,820 －
法人税等調整額 △ 1,067 △ 12,115

当 期 純 利 益 113,721 118,514
前 期 繰 越 金 46,427 127,413
当期未処分剰余金 160,149 245,927

（注）１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
　　２．子会社との取引による費用総額は、5,176千円であります。
　　３．出資１口当たりの当期純利益金額は、113円95銭であります。
４．その他の特別損失は、東日本大震災に係る見舞金1,000千円、及び災害

損失引当金繰入30,000千円であります。なお、災害損失引当金繰入額
は被災固定資産等の原状回復費用でありますが、過去における同種工
事等に基づいて見積もっております。

剰余金処分計算書
（単位：円）

科　　　　目
第62期

平成21年4月 1 日から
平成22年3月31日まで

第63期
平成22年4月 1 日から
平成23年3月31日まで

当期未処分剰余金 160,149,285 245,927,973
積 立 金 取 崩 額 － －
剰 余 金 処 分 額 32,735,746 32,686,376
利 益 準 備 金 12,000,000 12,000,000
普通出資に対する配当金（年4％） 20,735,746 20,686,376
次 期 繰 越 金 127,413,539 213,241,597

会計監査人の監査
　当金庫は、第63期事業年度の貸借対照表、損益計
算書及び剰余金処分案並びにその附属明細書につい
て、信用金庫法第38条の２第３項の規定に基づき新
日本有限責任監査法人の監査を受けております。

財務諸表の正確性・内部監査の有効性

　平成22年度における貸借対照表、損益計算書及び
剰余金処分計算書（以下、「財務諸表」という。）の適正
性、及び財務諸表作成に係る内部監査の有効性を確
認しております。
平成23年６月20日
　　二本松信用金庫

理 事 長




